
都民の健康の保持及び良質で効率的な医療の提供に向けた取組を
推進することにより、都民医療費の適正水準の確保に資すること

計画の目的

第１章 都民医療費の現状

第２章 第三期医療費適正化計画の進捗状況

○ 特定健康診査実施率は、平成20年度以降全国平均を上回っており、令和3年度は65.4％

○ 特定保健指導実施率は、平成20年度以降全国平均を下回っており、令和3年度は23.1％

第１章 国の基本方針

○ 国は「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針」において全国目標を設定

第２章 東京都の計画の基本的な考え方

○ 都では、国の基本方針を踏まえた数値目標及び取組の方向性を設定

第１部 計画の趣旨

第四期東京都医療費適正化計画の概要

令和6年度から令和11年度までの６年間
（計画期間中であっても必要に応じて見直し）

計画の期間

第２部 都民医療費の現状

第３部 計画の基本的な考え方

○ 令和3年度都民医療費の総額は4兆6,155億円
   （国民医療費の約1割）

○ 新型コロナの影響により受診控えがあった令和2年度を除き、
総額は平成27年度から令和3年度まで上昇

都民医療費の動向
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○ 令和3年度の疾病大分類別医療費は、「循環器系の疾患」が最も多く、次いで「新生物＜腫瘍＞」となっており、疾病中分類別一人当たり
  医療費は、「その他」の疾病を除くと「高血圧性疾患」が最も多く、次いで「腎不全」、「糖尿病」となっている

疾病別医療費の状況

○ 令和3年度の後発医薬品数量シェアは76.4％で、全国平均の79.6%より低いが、平成29年度から継続して上昇

医薬品の使用状況
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第１章 都民の健康の保持増進及び医療の効率的な提供の推進に向けた取組

第２章 医療費の見込み

第３章 医療費適正化の推進に向けた関係者の役割と連携

○ 医療費適正化の取組は、国、都、保険者及び医療の担い手等がそれぞれの役割の下で推進

第４章 計画の推進

○ 計画に掲げた目標の進捗を把握し、目標達成に向けた取組を推進

１ データヘルス計画の推進

２ 健康診査及び保健指導の推進

３ 生活習慣病の発症・重症化予防の推進

４ 高齢期における社会生活を営むために必要な機能の維持

５ 健康の保持増進に向けた一体的な支援

６ たばこによる健康影響防止対策の取組

７ 予防接種の推進

１ 切れ目ない医療提供体制の推進

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組の推進

３ 緊急性や受診の必要性を確認できる医療情報の提供

４ 後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進

５ 医薬品の適正使用の推進

６ レセプト点検等の充実強化

７ 有効性・必要性を踏まえた医療資源の効率的な活用

８ 医療・介護連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進

第４部 医療費適正化に向けた取組の推進

＜視点２＞医療の効率的な提供の推進に向けた取組＜視点１＞生活習慣病の予防と健康の保持増進に向けた取組

都民医療費の見込み（令和11年度）

○ 国が規定する標準的な推計方法により算出

○ 医療費適正化の取組を行う前が5兆7,778億円、医療費適正化の取組を行った場合は効果額が611億円＊と見込まれ、5兆7,166億円となる

＊特定健診等の実施率向上 13億円、 後発医薬品の使用促進 465億円、 外来医療費の地域差縮減 133億円

＜数値目標＞（令和11年度）

○ 特定健康診査の実施率： 70 %以上

○ 特定保健指導の実施率： 45 ％以上

○ メタボ該当者・予備群の減少率： 25 ％以上（Ｈ 20 年度比）
＜数値目標＞（令和11年度）

○ 後発医薬品の数量シェア ： 80 ％以上

○ バイオ後続品の数量シェア： 80％以上置き換わった成分数を、
 全体の成分数の60％以上      

○ 後発医薬品の金額シェア ： 65％以上

※1億円未満を四捨五入しているため、合計金額と内訳は一致しない。
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